
ロジックモデル（新型機雷（小型機雷）の開発）
【事業の概要】
我が国周辺の安全保障環境が厳しさを増す中、有事においては適切に機雷を運用し、我が国の安全を確保する必要がある。そのため、老朽化した従来機雷の代
替として、小型・軽量化することで、ＦＦＭ（もがみ型護衛艦）、掃海母艦、将来的には航空機から迅速に敷設でき、遠隔管制が可能な新型機雷（小型機雷）の開発を
行う。

現状・課題
老朽化した機雷を早期にＦＦＭや掃海母艦から敷設できる新型機雷（小型機雷）に代替する必要がある。また、新型機雷（小型機雷）は航空機
による将来の作戦様相にも対応させるため、関連事業に速やかに供試品等を転用させることを考慮し、早期の開発実現を図る。

インプット
（資源）

アクティビティ
（事業内容） 目標性能・コスト（初期）

アウトプット
（試作品の製造・技術の確立）

アウトカム（成果目標） インパクト
（我が国の防衛への効果）整備計画・運用構想

（中長期）試 作
整備計画

・装備部隊等
ＦＦＭ、掃海母艦、
航空機 （将来）

運用構想

ＦＦＭや航空機が展開し、直
ちに機雷敷設し、敵の侵攻を
遅滞させる。
敷設した機雷を艦艇から遠
隔で管制する。

総合評価

本事業を実施することにより、艦上での容易な調定及び敷設後の音響通信による機雷の遠隔管制が可能となるもので
あり、必要性が認められる。また、本事業により小型・軽量化技術、艦上調定技術及び遠隔管制技術の確立が見込まれ
る。当該技術の確立に係る成果については、試作及び技術試験により検証し、当該検証の結果が得られた場合には、我
が国の技術力の強化に資することが見込まれる。当該成果は自衛隊のニーズに合致した高度な防衛装備品を創製するた
めの重要な成果であり、最終的に政策目標である我が国自身の防衛体制の強化につながるものである。
以上の点から、本事業は自衛隊の運用ニーズや政策体系上の位置付けと一致しており、いずれの政策評価の観点からも
適切であると評価できることから、本事業に着手することは妥当であると判断する。

試作品

「新型機雷（小型機雷）」のプ
ロトタイプとして、機雷缶体
及び機雷内機を設計・製造
し、納入

技術的課題の解明

小型・低価格かつ
即応性能力向上

・小型化による搭載数の増
加／ＦＦＭ、掃海母艦、将
来的には航空機に対応
・情勢の変化に対応可能
な、艦艇乗員による調定
・量産体制における価格低
減及び作成工程省略のた
めの加工の工夫小型・軽量化技術

航空機からも将来の敷設
任務ができるよう小型・軽
量化した設計

艦上調定技術
ＦＦＭ・掃海母艦で乗員に
よる調定が可能で、乗員に
より迅速な敷設ができる技
術

技術試験

その他
・実環境で技術試験と実
用試験を同時期に実施
することで開発期間短縮
・開発段階から、将来の
量産以降のコスト抑制に
資する取組を実施
・缶体頭部を削り出し加
工せず、打ち出し加工に
することで経費抑制

遠隔管制技術

音響通信等による遠隔管
制技術の確立

機雷缶体

敷設用架台等

試作品を実際にＦＦＭ
から敷設して試験をし、
実環境での評価を行う。

主な関連（予定）事業
・小型機雷の開発（航空
機用）

【政策目標（大綱との関係）】
・我が国自身の防衛体制の強化（防衛
力の中心的な構成要素の強化におけ
る優先事項）
最先端技術を始めとする重要技術に
対して選択と集中による重点的な投資
を行う

【施策目標（中期防との関係）】
・技術基盤の強化
研究開発のプロセスの合理化等によ
り、研究開発期間の大幅な短縮を図る
ため、ブロック化、モジュール化等の新
たな手法を柔軟かつ積極的に活用す
る

ライフサイクルコスト／
量産単価の抑制

・既存製造設備を利活用す
ることによる初度費の削減
・民生部品・技術の活用
・機雷本体を共通としＦＦＭ、
掃海母艦、将来的には航
空機に対応するファミリー
化
・過度な性能追求をしない。
・既存技術の継承
・ソフトウェアの継承
・廃棄処理の簡易化

総事業費
（予定）

約４２億円
(５か年計画)

※技術・実用試験のた
めの開発試験費は別
途計上

年度 5 6 7 8 9

実
施
内
容

本事業（試作）

技術・実用試験

＜研究開発実施線表＞


